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ザ パーク フロント ホテル（大阪此花臨海地区）
JRユニバーサルシティ駅から徒歩1分という好立地に、2015年・夏「ザ パーク フロント ホテル」が開業した。
"Trip to the U.S.A."をデザインコンセプトに、本場アメリカのエンターテイメントシーンやアメリカンヒストリーに満ち
溢れた空間がホテルの隅々に展開され、時空を超えたアメリカ旅行気分を味わえる。和洋中、ワールドワイドなブッ
フェが楽しめるダイニングレストランも人気。このホテルの冷暖房・給湯にも、地球環境・地域環境の保全に貢献す
る地域熱供給（地域冷暖房）が採用されている。（大阪臨海熱供給㈱）

9696

アメリカ東海岸のニューヨークテイストで仕上げられたメインエントランスアメリカ東海岸のニューヨークテイストで仕上げられたメインエントランス

全598室のうち、26～28階の高層階はラグジュアリーフロア。四方に客室があり、バスルームから夜景が楽しめる部屋もある全598室のうち、26～28階の高層階はラグジュアリーフロア。四方に客室があり、バスルームから夜景が楽しめる部屋もある

経済産業省 資源エネルギー庁 電力・ガス事業部
ガス市場整備課長（併）熱供給産業室長

これからの熱供給事業を展望して
～熱供給事業法改正とその施行にあたって～

特別
インタビュー

佐土原 聡　 佐藤 信孝佐土原 聡　×　佐藤 信孝
横浜国立大学大学院 都市イノベーション研究院長・教授 ㈱日本設計 常任顧問

熱供給地区でのスマートエネルギーネットワーク
稼働開始の意義とこれからの可能性

ダイニングレストランは、伝統的な
ハワイアンキルトをモチーフにした

明るく華やかな空間

ダイニングレストランは、伝統的な
ハワイアンキルトをモチーフにした

明るく華やかな空間

ザ パーク フロント ホテルは28階建のラグジュアリーホテルザ パーク フロント ホテルは28階建のラグジュアリーホテル
エレベーターはタイムマシンをイメージ。
デザインモチーフの年代が異なるフロアへの旅を演出
エレベーターはタイムマシンをイメージ。
デザインモチーフの年代が異なるフロアへの旅を演出

JFK空港の滑走路をイメージした通路JFK空港の滑走路をイメージした通路

柱の上には、ホテルの守り神・グリフォンと、
旅立つゲストを見守る天使像が載る

柱の上には、ホテルの守り神・グリフォンと、
旅立つゲストを見守る天使像が載る

対談



⑬大阪市の話題スポット
ユニバーサル・
シティウォーク大阪 TM熱供 給が

あ
る街街
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ユニバーサルシティ駅に着いたら、

ユニバーサル・スタジオ・ジャパンⓇ

まであと少し。その間のアクセスの

時間を盛り上げてくれるのが、エン

ターテイメント商業施設のユニバー

サル・シティウォーク大阪TM だ。

駅の改札を過ぎたら、すぐに見え

てくるアメリカンテイストあふれる

街並み。カラフルでポップな看板や

ディスプレイの数々に心は踊り、つ

い写真を撮りたくなる。人気店 5 店

が集まった「大阪たこ焼きミュージ

アム」などでは大阪グルメも堪能で

きるし、他にも個性的なレストラン

やショップが勢揃いしていて、もう

入場前から楽しませてくれるのだ。

5 階と 4 階（一部）のレストラン

は 23 時まで営業している。お帰りの

際にまたこの世界観に浸れば、素敵

な一日の思い出もより一層深まるだ

ろう。
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ユニバーサル・シティウォーク大阪TM

所在地：大阪市此花区島屋 6-2-61
通常営業時間：年中無休

（※店舗・季節により異なる場合あり）
3F ／グッズ・サービス・ファーストフード等：10 時〜 22 時
4F ／グッズ：11 時〜 21 時、レストラン：11 時〜 23 時
　　　大阪たこ焼きミュージアム：11 時〜 22 時
5F ／レストラン：11 時〜 23 時
http://ucw.jp/

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
シ
テ
ィ
駅

阪神高速5号湾岸線

阪神
高速
2号
淀川
左岸
線

桜島駅

北港JCT

▲
北港西出入口

ユニバーサル
シティ出口▼

ユニバーサル・
スタジオ・
ジャパンⓇ

ユニバーサル・
シティウォーク大阪TM

電車：JRユニバーサルシティ駅から徒歩すぐ
車：阪神高速湾岸線・淀川左岸線「ユニバーサルシティ出口」から約5分

TM & © Universal Studios.  All rights reserved.  CR15-3995

（横浜国立大学大学院 
 都市イノベーション研究院長・教授）
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熱供給事業法改正の目的を教えて下さい。
藤本　今回の改正は、経済産業省として進めてきたエネ

ルギーシステム改革の一環です。エネルギーシステム改

革全体の目的は、①事業者の事業機会の拡大及び需要家

の選択肢の拡大、②エネルギー価格の最大限の抑制、③

それらを通して安定供給を確保する、の 3 点です。

　熱供給事業法は昭和 47 年に制定されて以来、初めて

の大きな改正となりますが、その目的はエネルギーシス

テム改革全体と同じです。とりわけ熱供給事業について

は、近年の技術革新による熱源設備の省スペース化や効

率化の進展、需要家のニーズの多様化とともに、熱電併

給システムの普及なども進んだことにより、エネルギー

間の市場の垣根が下がってきたということがあります。

そのため、同事業への新たな参入や、新たなサービスの

創出を促進するということも目的としてあります。

熱供給事業法改正のポイントとしては何があげられ
ますか。
藤本　主なポイントとしては 2 つ挙げられます。1 つ目

のポイントは、需要家の選択肢、あるいは事業者の事業

機会の拡大を図るという点です。これまでの熱供給事業

の市場は、ある意味、厳しく管理されていました。その

これからの熱供給事業を展望して
〜熱供給事業法改正とその施行にあたって〜

特別
インタビュー

経済産業省 資源エネルギー庁
電力・ガス事業部
ガス市場整備課長（併）熱供給産業室長

藤 本  武 士

［聞き手：当協会専務理事　田隝 忠朗］
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ような事業を許認可制度から登録制度に移行し、料金規

制、供給義務を撤廃することで自由化し、エネルギー間

の相互参入やエネルギー以外の事業との連携が進んでい

くことを期待しています。

　2 つ目は、需要家利益の保護です。事業者より情報や

交渉力が不足する需要家も出てきます。自由化によって、

その利益が害されないように、事業者から需要家への説

明義務や書面交付義務、供給能力を確保する義務などを

課すといったことを盛り込んでいます。

　なお、熱供給事業に特有のものとして、建物の賃貸契

約や分譲住宅の譲渡に関する契約により、自由化された

後も事業者との契約を変えられない需要家が出てきます。

このような特殊な事情がある供給区域については、現行

の料金規制や、供給義務を引き続き課すようにします。

今回の熱供給事業法改正にあたって、特に議論にな
ったことや、工夫を要したことがあれば、教えて下さ
い。
藤本　やはり料金規制を撤廃して、料金設定を完全に自

由にしてよいのかという点は、大きな論点でした。安易

な料金の値上げも可能になることを懸念したためです。

一方で、ビジネスの自由度という意味では、料金値下げ

の場合でも経済産業大臣の認可が必要という制度でした

ので、そこは改善するべきという議論もありました。

　そのような議論を経て、熱供給事業も、電力、ガス事

業とあわせて自由化するという結論に至りました。その

中で、先ほどの特殊な事情がある供給区域については、

しっかりと需要家の保護を図っていくために、引き続き

料金規制や供給義務を課していくという工夫をしたとい

うことがありました。

最後に、熱供給事業法の改正で期待すること、これ
からの熱供給事業への展望などをお聞かせ下さい。
藤本　このエネルギーシステム改革によって、何よりも

イノベーション（革新）が期待できると考えています。

エネルギー企業が相互参入できるようになりますし、異

業種からの参入も可能になります。今までの発想にはな

かったようなビジネスや、サービスの登場にも期待して

います。提供するサービス自体にもイノベーションが起

こる可能性もあります。そういったところでは、ぜひ貴

協会にも議論をリードしていただきたいと思っています。

　また、今回のエネルギーシステム改革では、海外への

事業展開も大きな目標としています。特に熱供給事業は、

比較的狭い区域を対象とする事業ですから、ガス事業に

おける導管網や、電力事業における送電網の整備のよう

な大きなコストをかけずに海外に展開できるといった面

があるかと思います。加えて、省エネや CO2 削減の技

術に関しては、日本の熱供給事業者はまさに世界をリー

ドしている状況です。今回の自由化によってさらに競争

力を高めて、事業者によっては海外展開をしていただけ

ればと思います。その点は多いに期待しているところで

す。

　改正熱供給事業法は本年 4 月の施行となります。我々

としましては、事業者の皆さまの競争力の強化が図れる

よう、引き続き尽力をしていきたいと考えています。

藤本	武士	氏　略歴
Fujimoto Takeshi

1968年生まれ。1992年東京大学法学部卒業、通商産業省（現・
経済産業省）入省。2002年タフツ大学フレッチャー法律外交
大学院修了。産業政策局商務流通グループ流通産業課係長

（1993年）、工業技術院技術振興課課長補佐（1997年）、貿易局
為替金融課課長補佐（1998年）、金融庁監督局保険課課長補佐

（2002年）、製造産業局参事官室課長補佐（2004年）、通商政策
局経済連携課課長補佐（2005年）、製造産業局参事官室政策企
画委員（2008年）、日本貿易振興機構（JETRO）シンガポール産
業調査員（2009年）、通商政策局国際経済課長（2013年）など
を経て、2015年より資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガス市
場整備課長（併）熱供給産業室長。現在に至る。
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熱供給地区での
スマートエネルギーネットワーク
稼動開始の意義とこれからの可能性

佐土原 聡
横浜国立大学大学院 都市イノベーション研究院長・教授

佐藤 信孝
㈱日本設計 常任顧問

対談

スマートエネルギーネットワーク
の稼動開始
佐土原　東日本大震災以降、被災地

でスマートエネルギーやスマートコ

ミュニティといった復興支援事業が

進められています。スマートという

言葉を冠した事業は他にも色々あり

ますが、いよいよ都市部の熱供給事

業でも田町駅東口北地区、岩崎橋地

区でスマートエネルギーネットワー

クというものが稼働を始めました。

佐藤　スマートという言葉が使われ

始めたのは、アメリカでのスマート

グリッドからだと思います。電力の

供給網が不安定だったのを、IT に

よる制御で需給バランスの最適化を

図ろうということを目的に導入が促

進されました。日本では、幅広い意
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味でスマートという言葉が使われて

いるように思います。

佐土原　そのようなスマートの技術

がすごいのは、ある資源をこれ以上

使い尽くせないというところまで制

御して利用できるようにすることで

す。エネルギーの分野では、情報の

技術をうまく使いながら、色々な形、

色々なところで高効率化が実現され

ていくのだろうと思います。

佐藤　先ほど触れられた田町駅東口

北地区は、私どもがプラントの設計

を担当しました。「第一スマートエ

ネルギーセンター」が 2014 年 10 月

に供給を開始しており、現在Ⅱ期工

事も始まっていて、最終的にはⅡ期

の「第二スマートエネルギーセンタ

ー」とも連携して、スマートエネル

ギーネットワークを運営していくこ

とになります。

　ここの特徴は、1 次側と 2 次側を

一体で制御して、全体最適を実現し

ようとしていることです。一般ビル

の場合であれば、空調設備は一つの

システムですので、トータルで最適

化を図るのが当たり前ですが、熱供

給事業の場合は、温度や圧力などの

供給条件を維持することが求められ

ており、2 次側まで踏み込むことが

なかなか出来ずにきました。今回は

それを乗り越えようと取り組んでい

るのが最大の特徴です。この田町の

地区では、スマートエネルギーネッ

トワーク・エネルギーマネジメント

システム「SENEMSR（セネムス）」

というもので実現します。

佐土原　そうなんですよね。

佐藤　特に港区の公共公益施設にお

いては、1 次側の熱供給側から 2 次

側の空調機の発停や温度設定などの

操作も可能になっています。

　従来の地域熱供給（地域冷暖房）

の課題に、中間期の冷水の往還温度

差（Δ T）が取れないということが

ありますが、1 次側と 2 次側が連携

して制御することで調整が可能にな

ります。また、中間期や冬期には、

冷水送水温度を上げて熱源運転の効

率化も図っています。

2次側の同時制御を可能にした要因
佐土原　2 次側も一緒に制御可能に

出来た要因には、何がありましたか。

佐藤　事業主が東京ガス様でしたの

で、地区計画の目標に街区間連携に

よるエネルギー需給の一括制御・管

理を行なうことが謳われていました。

また、田町駅東口北地区のタウンマ

ネジメント協議会の下に、スマート

エネルギー部会というのを設けて、

1 次側と 2 次側で意思疎通が出来て

いたことも大きかったです。定期的

に熱供給事業者と需要家である港区

の公共公益施設、愛育病院、設計者

で協議してきたから実現できたと思

います。

佐土原　港区も参加していたという

ことでは、公的な意味が見えて、各

企業が協力しやすい環境にあったと

いうこともあるでしょうね。

佐藤　そうですね。

　ちなみに愛育病院は、日建設計さ

んの設計ですが、地域熱供給の往還

温度差問題をよく理解されていて、

往還温度差を確保できる仕組みを、

ヒートリカバリーシステム（熱回収

システム）の導入などでつくり、シ

ステム全体の効率向上に配慮されて

います。1 次側と 2 次側の設計者が

同じ理念を共有できたことは、非常

に大きかったですね。

佐土原　これから更新期を迎える熱

供給地区は、おそらくそういうスマ

ートの要素をどれだけ取り込んでい

けるかが勝負になってきますね。既

存の地区でも 1 次側、2 次側の人た

ちが一緒になって協議できるような

組織が必要になってくると思います。

佐土原	聡	氏　略歴
Sadohara Satoru

1980 年早稲田大学理工学部建築学科卒
業。1985 年早稲田大学大学院理工学研
究科博士課程単位取得退学。工学博士。
現在、横浜国立大学大学院都市イノベーシ
ョン研究院長・教授。専門は都市環境工学。
地域エネルギーシステム、生態系サービス、
地理情報システム（GIS）の活用などの観
点から、安全で環境と調和した都市づくり・
地域づくりに関する研究に実践的に取り組
んでいる。また現在、（一社）都市環境エ
ネルギー協会理事・研究企画委員会委員長、

（公社）日本都市計画学会理事などを務め
る。2013 年日本建築学会賞（論文）受賞。
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佐藤　1 次側が地区全体の BCP 機

能を持つことも大きな意味がありま

す。田町駅東口北地区では、非常時

には必要な箇所に 72 時間熱や電気

を供給しますが、こういった対策に

より地域価値が高まることで、一緒

にやりましょうというケースは結構

あると思います。

時代と共に増えてきた熱供給の評価
佐藤　田町駅東口北地区の都市計画

決定の整備方針の中に、エネルギー

の効率的な利用がかなり具体的に記

載されています。こういった事例は

都内各地でみられるようになりまし

た。まちづくりビジョンの策定や地

区計画の決定段階でエネルギーにつ

いても整備方針を示していくことで、

田町駅東口北地区のような整備はか

なり推進できるように思います。

　日本都市計画学会の小澤一郎氏も、

都市計画業務にエネルギー対策を組

み込んで低炭素都市づくりを推進す

べしと言われています。それだけま

ちづくりの中でもエネルギーの要素

が大きくなってきているということ

ですね。

佐土原　そういう中で熱供給システ

ムはさらに大事になってきています。

　私は地域熱供給の研究を始めて

30 年以上になりますが、最初の頃

はとにかく地域熱供給をやってみる

という時代でした。それから、未利

用エネルギー活用、省エネルギーが

大事という中で必要なシステムとさ

れるようになって、バブル経済の時

にはとにかく質の高い環境づくりの

ために導入するという時代にもなり

ました。その後も地球環境問題への

対策の中で清掃工場排熱などを使え

れば驚くような効率向上が図れると

か、ヒートアイランドが注目された

時には熱の捨て方とも関連づけられ

て有効性が言われました。

　そのうちに東日本大震災が起きま

した。その際に計画停電をやること

になりましたが、熱供給事業者であ

る六本木エネルギーサービスのコジ

ェネで電力需要を賄っていた六本木

ヒルズでは、節電をして、東京電力

に電力を融通したら、電力供給途絶

の心配がないのは素晴らしいとなっ

て、テナントがほぼ満室になったそ

うです。

　電気やガスへの評価というのは、

最初の供給開始時からそれほど変化

ないと思いますが、熱というのは、

時代ごとに評価される機能面、役割

が増えてきた。そういう多様な役割

を持っているところに、すごく意義

があると思っています。

佐藤　確かに熱需要は、あらゆると

ころに様々な形態で存在します。ま

た発電施設や焼却施設でエクセルギ

ー（有効エネルギー）の高い熱が放

出されていることも大きな問題で、

まずは徹底して利用することが基本

であると思います。一方で、これか

らの熱供給事業は熱だけで勝負にな

るのかという課題があります。自由

化された電気、ガスとの競争も始ま

ります。やはりスマートエネルギー

ネットワークなどで需要家にとって

価値あるサービスを提供していくよ

うに意識を変えていかないといけな

いでしょうね。

佐土原　そういう意味では、プラン

トの更新時に電源設備を入れて、各

ビルの BCP の機能を高めるといっ

たことも必要でしょうね。

佐藤　あとは上下水や電力・情報な

どインフラの総括的サービスなど、

事業領域の拡大も視野に入れていく

ことになるでしょうか。

佐土原　熱供給事業をそういう新し

い形に変化させようとする時には、

事業者のリスクも考えないといけな

いですね。社会全体の問題として、

佐藤	信孝	氏　略歴
Sato Nobutaka

1973 年北海道大学工学部衛生工学科卒
業後、（株）日本設計入社。東京を中心に
多くの建築設備設計に携わり、2004 年執
行役員 環境・設備設計群長。環境・エネル
ギー領域のソリューショングループを立ち上
げ、コンサルティング業務を推進。取締役
常務執行役員環境・設備設計群長、取締
役副社長執行役員などを歴任し、2015年
より常任顧問。（一社）建築設備綜合協会
会長を務める。汐留シティセンター、品川
インターシティなどの建築設備設計、八重
洲日本橋地区や品川駅東口南地区地域冷
暖房の設計、国、自治体の環境配慮制度
づくり等に関わる。

対談
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熱インフラという資産をどう生かし

ていくのかを考える中で、国の支援

などの仕組みが出来てくるといいと

思います。色々な時代を乗り越えて

きて、いよいよ様々な展開が出来る

のに熱インフラが生かされないとい

うのは、社会的な損失となります。

非財務的評価の重要性の高まり
佐藤　ピークの時間帯に負荷をシフ

トしたり、節電分の電力を売買した

りするようなデマンド側の需要調整

を事業にしようという話もあります

ね。エネ庁のスマートコミュニティ

4 地域実証事業で、参加した皆さん

が共通して問題視したのは、投資回

収のビジネスモデルを描くことがで

きないということでした。エネルギ

ーコストの削減だけでは、とても投

資回収できないということです。そ

の時に、コアになる事業がないと持

続性が保てない。その際、熱供給事

業というのは大きなコア事業になり

ますし、合わせて地区全体のエネル

ギーマネジメントにより様々なベネ

フィット（便益）を生み出し、地域

価値を高めていくことで、初めて成

り立つのではないかと思います。

佐土原　それはそう思いますね。そ

れに BCP 対策などのノンエナジー

ベネフィット（省エネ対策によるコ

スト削減以外の間接的な便益）が付

加されることの認知と、そのコスト

も負担していくという考えも広めて

いかないといけないですね。

佐藤　ノンエナジーベネフィットの

認知ということで言えば、先生とご

一緒させていただいている日本サス

導入しやすい環境になってくると思

います。

佐土原　世界的にそういう方向に価

値観が変化していくんですね。地域

熱供給やスマートエネルギーネット

ワークというのは、その波に乗って

整備していけるものと考えます。

将来的な社会の形と熱インフラ
佐土原　2020 東京オリンピック・

パラリンピックに向けたプロジェク

トも動いていますので、今後水素の

導入が進むこともあると思うのです

が、その時でも、熱供給プラントが

受入施設になって、燃料電池をうま

く動かして電気を配っていくという

ことが期待されるように思います。

佐藤　水素は、都心部や業務系ビル

に個別に導入していくというのはな

かなかハードルが高いですからね。

熱供給地区でのスマートエネルギーネットワーク稼動開始の意義とこれからの可能性

テナブル建築協会のエネルギーコベ

ネフィットクリエイティブタウン調

査委員会で、三井住友信託銀行の伊

藤雅人氏や、日本政策投資銀行の竹

ケ 原 啓 介 氏 が、 環 境 不 動 産 へ の

E S G （ E n v i r o n m e n t  S o c i a l 

Governance）投資が拡大している

と説明されていました。国連環境計

画金融イニシアティブが「責任投資

原則」を定め、企業への投資は、持

続可能な国際社会に貢献する視点で

行なうのが望ましいという考え方で、

こういった認識が不動産業界の中で

拡大しつつあるということでした。

評価全体の 80％は ESG などの非財

務情報で投資を決める時代になって

きているそうです。これはまさにノ

ンエナジーベネフィットの視点であ

って、非常時対策の話や、環境負荷

の削減などが重要視されてくるので、
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管理がきちんとできる熱供給プラン

トに水素ステーションを置ければ、

その地区に電力や熱を供給する際に

水素を有効に使う形が出来ると思い

ます。

佐土原　熱のインフラというのは、

長期的に見ても有用で、時代が変わ

ればまた新たな意義を発揮してきま

す。これからも高密度な地区では、

地域熱供給を基盤施設としてうまく

使っていくべきだと思います。

佐藤　私もそう思います。

佐土原　最近、「限界費用ゼロ社会」

（著：ジェレミー・リフキン）とい

う本を、翻訳した大学の後輩からい

ただきました。限界費用ゼロという

のはどういう意味かというと、社会

を支えるインフラには、情報、エネ

ルギー、物流の 3 つがあって、資本

主義経済の下ではこれまでずっとそ

の 3 つのインフラを大規模につくっ

てきたのだけれど、今は情報の技術、

つまり IT がどんどん発展するから、

あらゆる面で無駄が削ぎ落とせるよ

うになってくる。そのような社会で

は、ある価値やモノの生産を一つ増

やそうと思った時の追加整備費用は

ほとんどゼロになると言うのです。

　すでにインターネットでのやり取

りは無料になっていますよね。エネ

ルギーも、すでに太陽光や風力の再

生可能エネルギーを導入している場

合は、エネルギーを追加で生産する

時の原料は不要なので、追加費用は

ほとんどゼロになっています。世界

的なエネルギー網をつくって、再生

可能エネルギーを導入していっても、

IT による管理ができれば、限界費

用はゼロに近くなっていくと言って

います。

　物流についてもどんどんシェアす

る時代になってきて、新たにモノを

生産することは減っていきますから、

モノを運ばなくなる。そういう時代

になってくるので、資本主義ではな

い新しい経済の世界になっていくの

ではないかといったことが書かれて

います。

佐藤　面白いですね。

佐土原　著者は「協働型コモンズ」

による「共有型経済」と呼んでいま

すが、色々なものをシェアする社会

になってくると考えると、社会基盤

として熱インフラがないとできない

ことが多いですから、資本主義の次

の時代のエネルギーインフラとして

も必要不可欠になると思います。

佐藤　以前、先生と限界費用をテー

マに研究会で議論したことがありま

したが、限界費用をゼロにするには、

単にエネルギーコストの評価だけだ

と難しいですよね。ところがその対

策によって付随的に発生するその他

の便益を評価に加えると、投資した

分が全部返ってくる。つまり、費用

的にはゼロと考えてもいい。そうい

うことも含んだお話なんでしょうね。

佐土原　そうですね。

　そういう社会のインフラに熱が欠

かせなくなるということで、面白い

時代になってきたなと思います。

佐藤　なるほど。その本のような社

会になれば、熱がエネルギーインフ

ラの中心に位置付けられる可能性も

ある。なおさら社会的な財産として

生かしていかないといけないという

ことですね。

　今日はありがとうございました。

対談
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COMMUNICATION SQUARE

 はじめに
　昨年 6 月 2 日に公表された「長期

エネルギー需給見通し」において、

熱に関しては「産業分野等における

天然ガスシフト等各部門における燃

料の多様化を図るとともに、住宅用

太陽光発電の導入や廃熱回収・再生

可能エネルギー熱を含む熱利用の面

的な拡大など地産地消の取組を推進

する」とされた。また、6 月 17 日

には「電気事業法等の一部を改正す

る等の法律案」が参議院で可決され、

43 年ぶりに熱供給事業法が全面的

に改正された。当協会では、熱供給

事業法改正を機に我が国の熱供給事

業をさらに発展させるために、熱供

給先進地域である欧州において、コ

ージェネレーションや再生可能エネ

ルギー熱の有効活用に関する取組み

の現状及び普及促進策ならびに各国

の熱供給事業協会の活動方針の調査

として、平成 27 年 10 月 14 日（水）

から 23 日（金）までの 10 日間、総

勢 15 名にてロンドン、プラハ、フ

ランクフルトの各都市の自治体、協

会及び熱供給事業者を訪問した。以

下に、その概要の一部を紹介する。

 Greater London Authority
 （イギリス・ロンドン市）
　Greater London Authority は、

2000 年設置の Greater London（大

ロンドン市）を管轄する広域自治体

で、直接選挙により選出される大ロ

ンドン市長及びその権力を監視する

欧州熱供給事情視察報告

ら構成される。会員は、主に民間企

業と地方自治体である。

　イギリス全体では、1950 年代か

ら熱供給が始められたものの、当時

の施設は問題も多く、国全体の熱需

要に対する熱供給の割合は 2％以下

である（図2）。ただし、世界的な

温室効果ガス削減の動きの中で、

2010 年にエネルギー・気候変動省

が作成したレポート「熱の将来」に

よって熱供給にスポットライトがあ

たり、これらの背景を受けて、熱供

給の普及が急速に進んでいる。協会

としては熱供給の割合を 14％まで

引き上げ可能と想定している。また、

図1　ロンドンヒートマップ

図2　地域熱供給導入地区

25 名のロンドン議会議員から構成

される。ロンドン全体の将来像を戦

略的に企画し、地域や国との調整に

特化した独特の地方行政府で、交通・

警察・経済開発・消防・救急などの

幅広い分野にわたって権限を有して

いる。

　大ロンドン市長は、低炭素化に関

する仕組みを 2009 年に導入し、ロ

ンドン全域で 2025 年までに 1990 年

比 60％、2050 年までに 80％の CO2

排 出 削 減 を 目 指 し て い る。 ま た、

2011 年に「市長の気候変動軽減と

エネルギー戦略」の発行と「ロンド

ンプラン」の改定を行ない、エネル

ギー利用に関して「Be lean（省エ

ネ）」、「Be clean（分散型エネルギ

ーの普及）」、「Be green（再生可能

エネルギーの活用）」を掲げ、「Be 

clean」の中で、熱供給やコージェ

ネを主要な要素として取り上げてい

る。CO2 排出量削減目標を達成す

るためのツールの一つとして 2012

年 3 月に作成されたロンドンヒート

マップ（図 1）があり、WEB 上で

公開されているため、再開発事業者

は熱需要と排熱源の接続場所を容易

に確認することでき、熱供給エリア

の普及拡大に効果を発揮している。

 イギリス地域エネルギー協会
 （イギリス・ロンドン市）
　イギリス地域エネルギー協会は非

営利団体で、2010 年に 6 団体によ

り設立され、現在は約 110 の会員か
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昨今の熱供給普及の背景には、地方

自治体の積極的な関与が上げられる。

民間企業と地方自治体が 20 ～ 40 年

にわたる契約を締結し、地方自治体

は企業に対して契約期間中の供給義

務を負わせる代わりに、プラント新

設のための土地を無償で貸与すると

ともに、建物の新規開発者に対して

熱供給への接続義務を負わせる。こ

れにより、民間企業は収益の見通し

が立てやすくなる一方、地方自治体

は温室効果ガス削減を推進できるこ

とになる。

 チェコ共和国地域暖房協会
 （チェコ・プラハ市）
　チェコ共和国地域暖房協会は、

1991 年に設立された熱供給分野の

法人及び事業主の利益団体である。

チェコの地域暖房に関係する者の約

50％が協会メンバーとなっており、

熱の製造会社、供給会社、病院、大

学等から構成される。

　チェコの熱供給事業は、我が国同

様、規制下に置かれている。国全体

の熱需要の約 38％が地域暖房から

供給されており、比率だけ見ると

EU の中でもかなり高い数値（EU

全体では約 13％）である。ただし、

年々比率は下がってきているものの、

地域暖房の燃料の過半はいまだに褐

炭を使っている。国策として省エネ

ルギーを強力に推進しており、エネ

ルギーの使用量は年々減少している。

熱供給は暖房用と給湯のみであるが、

エネルギーの使用量が年々減少する

中で、業界団体としては、「現状を

キープすることが成功である」とい

う見解を持っている（写真 1）。

 AGFW
 （ドイツ・フランクフルト市）
　ドイツ熱エネルギー利用効率化連

合会「AGFW」は、暖房公益事業者、

民間事業者、研究機関をはじめとす

る約 400 の会員を擁する。「AGFW」

に入会している熱供給事業者（258

社）は、490 万戸の世帯に供給して

いる。これは、ドイツ全土における

地域暖房負荷（約 57,000MW/h）の

92％に相当する。

　ドイツは、比較的熱供給の導入が

進んでおり、国全体の需要の約 12

％を占める。2020 年までに電力供

億円）の基金をつくっている。その

基金から、熱供給事業者が CHP を

導入する際や熱導管を整備する際の

補助が行なわれている（図3）。2016

年 1 月に CHP 法が改正（CHP 導入

支援策の強化）される予定であり、

業 界 団 体 と し て は、 こ れ を 機 に

CHP から排出される熱の有効利用

と支援策の強化に対するロビー活動

を強力に進めていく考えである。

 視察を終えて
　イギリスとドイツにおいては、国

全体の熱需要に対する熱供給の割合

がまだまだ低いが（イギリス：2％、

ドイツ 12％）、EU 全体が熱の有効

利用による省エネを働きかけ始めた

ことを受け、CHP と並んで熱供給

（CHP の排熱利用先として有望）の

注目度が増すことは間違いないもの

と感じた。また、自由化先進国であ

るが、熱供給事業者間の需要家の奪

い合いはない印象を受けた。さらに、

熱供給の普及には、国よりもむしろ

地方自治体のサポートが必要不可欠

であるということを改めて認識した。

図1　ロンドンヒートマップ

写真1　チェコ共和国地域暖房協会会議室にて

図3　CHP促進のための報酬の流れ

給 量 の 25 ％ を

CHP（Combined 

Heat and Power）

で賄うという目標

が設定されており、

そのための支援策

用の資金として需

要家から 0.254ct/

kWh（0.36 円 /

kWh） を 徴 収 し、

7.5 億 EUR（1,050
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はじめに
温暖化対策の中長期的削減目標の達成並びに国のエネ

ルギー基本計画の実現と、それを支える地域エネルギー

戦略の推進を図るためには、省エネ対策の徹底と ZEB

（ゼブ：ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）化への取組み、

コジェネ及び未利用・再生可能エネルギー活用の推進や

分散型エネルギーシステムの整備、また水素社会形成へ

の取組みなどが重要なテーマになる。

これらの実現を図るためには、建物単体のエネルギー

対策と合わせて、一定のエリアを対象に実施する面的エ

ネルギー施策を推進することも必要であり、効果的であ

る。

本稿では、温暖化対策及びエネルギー政策の推進を図

るための面的エネルギー施策の意義と推進方策について

考えてみる。

面的エネルギー施策の内容と意義
（1）面的エネルギー施策の内容

本稿においては、面的エネルギー施策を表 1 のよう

に整理した。すなわち、

①面的エネルギーシステムの整備（タイプ 1）

②一定のエリアで行なう各種エネルギー対策の協働実施

（タイプ 2）

の 2 つである。

タイプ 1 の「面的エネルギーシステム」は、既存のも

のでは、まず熱供給システムがある。また電力に関して

は、特定電気事業や特定供給などによる複数建物や特定

エネルギー政策とこれからの都市計画・都市づくり④（最終回）

公益財団法人 都市づくりパブリックデザインセンター 理事長
公益社団法人 日本都市計画学会 低炭素社会実現特別委員会 委員長

小澤 一郎

環境・エネルギー政策の実現に向けた
面的エネルギー施策の推進

連 載

表1　環境・エネルギー政策の実現に向けた面的エネルギー施策の内容
タイプ１　面的エネルギーシステム整備の推進

①既存地域冷暖房システムの低炭素化・スマート化
②コジェネ（ガスエンジン、燃料電池等。再生エネ活用）による熱電供

給
③特定電気事業・特定供給等での低炭素化・スマート化された電力供

給
④バイオマス、ソーラー熱及び排熱等の未利用熱活用による熱供給
⑤複数建物でのエネルギーの融通・共同利用
⑥純水素供給システム

タイプ２　一定エリアにおいて協働で行なう各種エネルギー対策の推進

① 街づくり事業区域や地区計画区域等において協働で検討し、ルール
化して、協働で実践する取組み

　＊省エネに関すること（一定以上の省エネ水準の実現等）
　＊未利用エネルギーの活用に関すること（下水熱、排熱等の活用）
　＊再生可能エネルギーの活用に関すること
　＊エネルギーの面的利用・共同利用に関すること
②行政区域を対象にして行なう全市的取組み
　＊省エネ対策の推進（地域独自の省エネ建築モデルの構築と啓発活動）
　＊ZEB化の推進（ZEB化地域モデルの構築と啓発活動）
　＊未利用・再生可能エネルギー活用の推進（重点エネルギー活用モデル）
　＊エネルギーの面的利用・共同利用に関する啓発活動

エリアへの供給についての実施事例がある。

このうち、既存の熱供給システムの実施事例は、

の 3 つである。

エネルギー源は、（ロ）のタイプで未利用エネルギー

を活用している事例が多いほかは、化石燃料が主体にな

っている。

しかし、今後の面的エネルギーシステムの整備にあた

っては、現下の環境・エネルギー政策に対応するため、

コジェネの導入や未利用・再生可能エネルギーの積極的

活用により、徹底した低炭素型システムとして整備する

（イ）熱供給事業法に基づいて熱供給事業者が行なう地域冷暖房シ
ステム

（ロ）熱供給事業法によらずに供給者と需要家間での合意に基づい
て複数の建物に導管で熱供給するシステム

（ハ）合意した建物間で行なう熱融通
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ことが重要である。また、エリアエネルギーマネージメ

ントの導入によるスマート化やエリア BCP 基盤を強化

したシステムとしての整備、さらには、今後の水素社会

形成におけるシステム基盤になるものとして計画し、整

備することなども必要である。

なお、面的エネルギーシステムの多くは、民間エネル

ギー事業者により整備・運営されてきた。今後は、公民

の上下分離方式や公も含めた事業実施態勢、また ESCO

事業の推進や需要者が共同で整備・管理運営する方式を

含め、事業化メニューの多様化を図ることも必要である。

一方、タイプ 2 の「一定のエリアで行なう各種エネル

ギー対策の協働実施」としては、例えば、下記の取組み

が考えられる。

このうち、（a）については、街づくり事業の場及び既

成市街地における建替え・更新や環境保全等を図る「地

区計画」の場での取組みが効果的である。

また、（b）における ZEB 化の「地域モデル」では、

ZEB 化の実行性を高めることと、地域エネルギー政策・

地域振興政策を推進することをめざして、未利用・再生

可能エネルギーの活用に関する柔軟な地域ルール（エネ

ルギーの面的利用・共同利用システムからの調達等）を

つくることも想定している。

こうしたことに関して、都市計画部門と建築部門が協

働して取り組む態勢を整備することが重要である。

（2）面的エネルギー施策の意義

表 2 は、面的エネルギー施策の意義をまとめたもの

である。

まず「省エネの推進」に関しては、面的エネルギーシ

ステムの導入自体に省エネ効果があるが、供給建物に対

するエリアエネルギーマネージメントを合わせて行なえ

ば、より大きな効果が期待できる。また、面的エネルギ

エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
と
こ
れ
か
ら
の
都
市
計
画
・
都
市
づ
く
り

連
載

ー施策（タイプ 2）の取組みを行ない、例えば、面的街

づくり事業区域や街路・公園等の都市施設整備による建

替えの機会を活用して、省エネ化の徹底や、より水準の

高い省エネ建物の実現を図ること、地区計画において積

極的に省エネ対策を取り込んで計画づくりをすることに

より、これまで以上の省エネの推進が期待できる。

さらに、究極の省エネ対策として、エネルギー基本計

画 で は、 建 築 物 の「ZEB 化 の 推 進 」 を 掲 げ て お り、

2020 ～ 2030 年を目標に新築建築物の ZEB 化を推進す

ることにしている。

ZEB 化は、省エネを徹底した上で、使うエネルギー

に関しては再生可能エネルギーで賄うという考えであり、

これらを原則として、建物・敷地単位で実現することを

目指している。

しかし、都市の既成市街地において建物・敷地単位で

ZEB 化を図ることには多くの困難が伴うため、敷地外

での再生可能エネルギーの創エネや面的エネルギーシス

テムの活用など、街区・地区レベルの施策や、場合によ

ると、行政区域を超える連携施策の検討も必要になる（例

えば、英国の ZEB 化の考え方は、再生可能資源による

面的熱供給や敷地を超えた低炭素化の取組みも対象とし

ている（図 1））。

表2　面的エネルギー施策の意義
面的エネルギーシステムの整備
（タイプ1）

エリア内協働の各種エネルギ
ー対策（タイプ2）

省エネの
推進

＊エネルギーの共同利用によ
る省エネ効果がある

＊エリアエネルギーマネージメ
ントを導入する場合の省エ
ネ効果

＊街づくり事業区域や地区計
画等で省エネ目標を設定し
実践できる

＊地域省エネ建築モデルの普
及運動をすることによる効果
もある

ZEB化の
推進

＊エリア全体での取組みが可能
＊上記の省エネ効果がある
＊再生可能エネの供給もできる
＊外部からオフセットする場合

の一体的取組みによるメリ
ット

＊地域特性を踏まえた地域モ
デルによる全市的取組みで
の推進効果

＊街づくり事業区域での省エネ
と再生可能エネ導入の一体的
実施によるZEB化の推進

コジェネ
の推進

＊主要なエネルギー源として導
入しやすい

＊エリア内で排熱活用が図れる

＊地域エネルギー戦略や地域エ
ネルギーマスタープランに位置
付けることにより推進できる

未 利 用・
再生エネ
の活用推
進

＊面的エネルギーシステムのエ
ネルギー源として導入可

＊まとまった量の需要が発生
＊個別利用より効率的に活用

できる

＊地域エネルギー戦略や地域
エネルギーマスタープランに
位置付けることにより推 進
できる

＊街づくり事業区域や地区計
画区域での全体的導入の可
能性もある

スマート
化の推進

＊面的エネルギーシステムの区
域でエリアエネルギーマネー
ジメントを合わせて実施する
ことによりエリアのスマート
化が図れる

＊地域エネルギー戦略や地域
エネルギーマスタープランに
スマート化の重点区域（街づ
くり事業区域等）を位置付け
ることにより推進できる

（a）個別建物で行なう省エネ対策や未利用・再生可能エネルギーの
活用であっても、一定のエリアにおいて協働で検討（計画）し、
ルール化して実施する取組み

（b）地域エネルギー資源の状況やエネルギー利用特性等を踏まえた
地域エネルギー政策・地域振興政策をもとに、省エネ建築の推
進や ZEB 化の推進を図るための地域独自の取組みとして、省
エネ建築・ZEB 化の「地域モデル」を構築し、地域的運動と
して行政区域全体において行なう取組み

（c）エネルギー利用の効率化を図るために一定のエリアで行なうエ
リアエネルギーマネージメントに関する取組み
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図2　大都市における水素エネルギーシステム構築シナリオ（出典：都市環境エネルギー協会「東京における水素エネルギー利活用構想検討調査報告書」平成27年4月）

すなわち ZEB 化の推進には、単体対策だけでなく関

連施策を含めた総合的取組みが必要であり、面的エネル

ギー施策を推進することも、ZEB 化の促進に向け大き

な意義を持つ。特に、未利用・再生可能エネルギーを供

給する面的エネルギーシステムの整備は、供給エリア内

の ZEB 化の推進に寄与することになる。

その他、「コジェネの推進」には排熱の活用が必要に

なるが、熱供給を行なう面的エネルギーシステムと一体

的に整備を行なうことは非常に効果的である。

また、「未利用・再生可能エネルギー活用の推進」に

関しては、未利用・再生可能エネルギーを使った面的エ

ネルギーシステムの整備が進めば、安定的・継続的な需

要の拡大に向け、大きな役割を果たすことになる。

「スマート化の推進」も、前号で触れたように、面的

エネルギーシステムのエリアが、その実現に向けた重要

な場になる。

以上のように、これからの環境政策・エネルギー政策

の推進では、特に、中長期的な削減目標の達成を図るた

めには、面的エネルギー施策への積極的取組みが必要で

あり、低炭素・面的エネルギーシステムの整備を強力に

推進していくことが重要である。

低炭素・面的エネルギーシステムの整備推進に向けて
低炭素・面的エネルギーシステムの整備推進に向け、

地方都市、大都市においては以下の取組みが必要である。

まず、地方都市では、自治体が行なうエコまち法に基

づく「低炭素まちづくり計画」の策定、また、コンパク

トタウン化に向けて居住誘導区域や都市機能誘導区域の

指定を行なう「立地適正化計画」の策定において、地域

エネルギー計画をしっかり組み込むことが重要である。

これらの街づくりの場において、地域エネルギー資源を

活用する低炭素・面的エネルギーシステム（例えば、木

質バイオマスや太陽熱等を活用した熱の面的供給や共同

利用、またバイオマスコジェネによる電力と熱の面的供

給や共同利用）がビルトインされれば、継続的・安定的

な需要の見通しが立ち、地域エネルギー関連の企業投資

の促進と地域振興にも繋がることが期待できる。

一方、大都市においては、都市再生エリアや駅周辺の

拠点エリア、団地再生エリアが、こうした低炭素・面的

エネルギーシステムの整備の場として重要になる。

図1　英国におけるZEB／ZEH化の考え方
（出典：資源エネルギー庁 ZEBの実現と展開に関する研究会「ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・
ビル）の実現と展開について〜2030年でのZEB達成に向けて〜」平成21年11月）

Allowable
solutions

第3段階

図　ZEH達成に向けた対策のプライオリティー

Energy efficiency
1

2
Carbon compliance

（on-site + connected heat）

3

Cost not exceeding
£X per tonne CO2

その他許容される措置（HEMS導入、近隣に
おける再生可能エネルギーの開発や既存ビ
ルの改修によるクレジット、オフサイトの低炭
素エネルギーの開発等）

第2段階 炭素排出基準の達成（オンサイトでの太陽光、
太陽熱、コジェネ等によるエネルギー供給、バ
イオマス等低炭素の地域熱供給の活用）

第1段階

◯第3段階のAllowable solutionsとして、以下の7つの方策が提案されており、 
　このうち5つの方策がオフサイトの措置となっている。
　（オンサイトの措置）

省エネ性能の向上（建築物の断熱性能・パッ
シブ性能、暖房、給湯等の建築設備の省エネ
性能）

　●オンサイトの措置による炭素排出基準の超過達成
　●高効率な機器・制御
　（オフサイトの措置）
　●オフサイトの低炭素エネルギー開発への投資
　●系統連携しているオフサイトの低炭素の電力供給
　●既存ストックに対する低炭素の熱供給
　●既存ストックの改修
　●Section 106に基づくクレジット

・ Section 106は、地方政府の地域計画局と地域開発を行なうデベロッパー
等との間における、低炭素型の地域開発の合意事項に関する規定。低炭素に
関する追加的な投資について、クレジットが認められる。

①2020年までは現状のスマートエネルギーネットワークを普及拡大

分散電源プラント

分散電源プラント

分散電源プラント分散電源プラント

ボイラ、冷凍機等
系統電力

都市ガス
ガスエンジンCGS

分散電源プラント間電力自営線、ローカル熱導管

CGSを燃料電池に
リプレース

②2020～2030年にはスマエネのガスエンジンCGSを
　都市ガス改質型燃料電池にリプレース

分散電源プラント間電力自営線、ローカル熱導管

CGSを燃料電池に
リプレース

分散電源プラント 分散電源プラント 分散電源プラント 分散電源プラント
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大学工学部都市工学科卒業、建
設省入省。大臣官房技術審議官、
都市基盤整備公団理事等を歴任。
現在、公益財団法人 都市づく
りパブリックデザインセンター
理事長、公益社団法人 日本都
市計画学会低炭素社会実現特別
委員会委員長、千代田区参与。
共書に「大都市再生の戦略　政・
産・官・学の共同声明」（早稲
田大学出版部、2000 年）、「地
方都市再生の戦略　政・産・官・
学の共同声明」（早稲田大学出
版部、2001 年）等がある。

小澤	一郎	氏	略歴
Ozawa Ichiro

エ
ネ
ル
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載

図2　大都市における水素エネルギーシステム構築シナリオ（出典：都市環境エネルギー協会「東京における水素エネルギー利活用構想検討調査報告書」平成27年4月）

めには、エンドユーザーとの合意形成や事業スキーム等

多くの課題をクリアすることが必要になる。

また、今後は一層、環境・エネルギー政策や都市・地

域政策と整合のとれた整備をすることが必要になる。

このため、今後、自治体においては、下記の施策・取

組みを行なうことが必要である。

①地域における未利用・再生可能エネルギー資源と、エネルギー利
用に関する地域特性等を踏まえた「地域エネルギー戦略」を策定
し、省エネ・創エネ・蓄エネ及びエネルギーの面的・共同利用に
関する方針や地域的取組みを示す。そして市民への啓発と民間事
業者への広報を徹底することが重要である。

②エネルギー資源、エネルギー利用実態、エネルギーシステムの現
状（電力、ガス、未利用・再生可能エネルギー等）並びに建物・
設備現況や市民意識等の総合的な都市（地域）エネルギーデータ
を整備し、民間を含め広く活用する取組みを行なう。

③面的街づくり事業区域において、低炭素・面的エネルギーシステ
ム整備への先導的取組みを行なう。特に、市民・地権者への啓発・
合意形成や、必要に応じて、エネルギー事業主体の構築等（事業
出資や上下分離方式による熱供給導管の整備など）にも積極的に
取り組む。

④熱供給導管やプラント整備における公共施設空間利用の促進を図
る施策を整備する（道路、公園、下水道空間の活用）。

⑤一定の要件を満たした低炭素・面的エネルギーシステム利用者へ
のインセンティブの整備を図る（税の減免、助成等）。

特に、国際戦略としての都市再生プロジェクト区域で

は、国際水準をリードする高性能で低炭素な面的エネル

ギーシステムを構築することが、長期的温暖化対策目標

の実現とともに、環境・経済・技術面での国際競争力の

強化の観点からも重要である。また、国土強靭化・地域

BCP の強化の観点からも、都市において自立分散的な

エネルギーシステムを構築することが重要になっている。

このため、これからの都市づくりの場においては、空

間計画と一体的にエリアエネルギーデザインの検討を推

進し、エリアの特性に応じた独自の低炭素・面的エネル

ギーシステムの整備を推進することが必要である。

大都市においては、また、既存の地域冷暖房システム

を、低炭素・面的エネルギーシステム（国および地域の

環境・エネルギー戦略の実現を支える、新たな社会イン

フラ）へバージョンアップさせる取組みも重要である。

このため、都市政策及び環境・エネルギー政策の一環

として、自治体のイニシアティブのもと、自治体・熱供

給事業者及び需要家による検討の場（必要に応じて有識

者も参加）を設置し、コジェネの導入、未利用・再生可

能エネルギーの活用、エネルギーマネージメントによる

スマート化やエネルギー BCP の強化、さらには水素エ

ネルギーシステムの構築シナリオ等の主要なテーマにつ

いて検討をすすめ、実現方策を含むアクションプランを

策定して具体化を推進することが重要である（図 2）。

また、既存供給エリアの拡大に向け、ユーザーに対す

るインセンティブの見える化や導管の新たな整備スキー

ム等についても積極的に検討することが必要である。

一方、低炭素・面的エネルギーシステムを整備するた

純水素燃料電池に
リプレース

③2030年以降にはスマエネ分散電源を純水素型燃料電池にリプレース

水素タウン
エネルギーセンター

ローカル水素
供給導管 分散電源プラント間電力自営線、ローカル熱導管、ローカル水素導管、異常検知警報用の通信線

純水素燃料電池に
リプレース

分散電源プラント 分散電源プラント 分散電源プラント 分散電源プラント

H2

H2

H2

国は、上記の自治体の取組みを支

援するため、関係各省が連携・協働

した施策を構築し、特に民間投資を

推進する取組みを強力に進めること

が必要である。
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田
町
駅
東
口
北
地
区
　

地区の概要
田町駅東口北地区は、JR 田町駅の海側にあり、港区

と東京ガスが都市再生機構を施行者として土地区画整理

事業を実施してきた。現在、その中の東側の街区を中心

とした開発が完了し、公共公益施設「みなとパーク芝浦」、

「愛育病院」が新築され、港区立しばうら保育園・あっ

ぴぃ芝浦が整備された。東京ガスグループでは、スマー

トシティを担うエネルギー供給のあり方の一つとして、

その 3 施設を供給先として、エネルギーの面的利用や未

利用エネルギー等の活用を図ったスマートエネルギーネ

ットワークを構築し、1990 年比で 45％の CO2 削減を目

指す環境性・防災性に優れた複合市街地を当地区に実現

した。エネルギー供給の開始は 2014 年 11 月である。

スマートエネルギーネットワークの構築
当地区のスマートエネルギーネットワークは、熱、電

気、情報のネットワークで、東京ガスエンジニアリング

ソリューションズが運営するスマートエネルギーセンタ

ー（以下、スマエネセンター）を中心に構築されている。

スマエネセンター（第一）はみなとパーク芝浦のエネ

ルギー棟地下１階にあり、現時点で最高効率のトップラ

ンナー機の熱源機器、コージェネレーションシステム（以

下、CGS）等を設置している。また、エネルギー選択の

多様性や安定供給も実現するため、熱源機器には、ガス

スマートエネルギーネットワークと熱供給①

開発事業とともにスマートエネルギーネットワークを構築した地区
特集⃝

地域熱供給

図1　供給区域図

系吸収冷凍機だけでなく、インバータターボ冷

凍機等の電動系熱源機も採用している。さらに、

熱供給事業として初めて大規模に真空管式太陽

熱集熱器を導入し、その高温水（90℃程度）を

CGS の廃熱とあわせて、通年で冷暖房の熱源

として利用している。これらによって、冷房用

の 7℃の冷水、暖房用の 47℃の温水、給湯・加

湿用の 782kPa の蒸気を、6 管式の地域導管で

供給している（港区立しばうら保育園等には、

冷水と蒸気のみ）。

なお、通年で 20℃前後と温度変化の少ない

第一スマート
エネルギー
センター

港区立
しばうら
保育園等

供給区域

芝浦公園
（予定）

愛育病院愛育病院

みなとパーク
芝浦
みなとパーク
芝浦

JR田町駅JR田町駅

至 品川至 品川
至 浜松町至 浜松町

東京モノレール東京モノレール

旧海
岸通
り

旧海
岸通
り

歩行者デッキ歩行者デッキ

愛育病院

港区立しばうら保育園等みなとパーク芝浦
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地下トンネル水が地区近傍にあり、それを夏はスクリュ

ー冷凍機の冷却水として、冬は蒸気吸収ヒートポンプの

熱源水として活用し、夏は冷熱の製造効率を 5.5 → 8.1 に、

冬は温熱の製造効率を 0.8 → 2.3 へと大幅に向上させて

いる。地下トンネル水も熱供給事業では初めての活用で

ある。

また、みなとパーク芝浦には電力を供給しており、み

なとパーク芝浦とスマエネセンターを一括受電とするこ

とで、CGS が賄う電力供給量の比率を高めている。

需給の連係
当地区では ICT でスマエネセンターと建物を連携し

た SENEMSR（スマートエネルギーネットワーク・エ

ネルギーマネジメントシステム（セネムス））を活用す

ることで、外気温、空調機等のエネルギー利用状況、熱

の整備」、「運用後の検証」、「見える化の検討」等の作成、

確認をしてきた。当地区ではそうした目標や資料に基づ

き、全関係事業者が計画、運用を進めるとともに、

SENEMSR による運転データの分析や評価等の結果も

共有することで、当初からの計画、設計の考え方を十分

に考慮した運用を実現している。

レジリエンス性能の向上
当地区は、災害時の防災拠点となるみなとパーク芝浦

や愛育病院など重要施設があるため、地域として、レジ

リエンス性能の向上とエネルギーの自立度を高めている。

中圧ガス管により、災害時においてもスマエネセンタ

ーへの燃料供給が継続され、熱については、愛育病院へ

の冷温熱の最大量の供給を 72 時間継続可能としている。

また、みなとパーク芝浦には、液体燃料で起動する非

常用発電機の他、中圧ガスを使用する CGS により電力

を供給しているため、災害により周囲で停電が起きた時

も、より長く電力供給を行なえる計画となっている。

今後は、これから始まる西側街区（Ⅱ− 2 街区）の開

発にあわせ、第二スマエネセンターを構築し、現状のシ

ステムと連携することで、当地区のスマートエネルギー

ネットワークを拡張していく計画としている。Ⅱ− 2 街

区では、CGS を中心とした設備を活用することで、災

害時に必要な熱と電気を 100％供給継続可能とする予定

である。

（東京ガスエンジニアリングソリューションズ㈱ 

スマートエネルギーネットワーク建設部マネジャー　坂齋雅史）

図2　システムフロー図

図3　SENEMSRのイメージ

東京ガスエンジニアリングソリューションズ㈱
源機の運転状況を常時把握している。

収集したデータはリアルタイムで分

析処理し、熱源機（供給側）だけで

なく、空調機（需要側）の制御にも

活用。地区全体の低炭素化を実現す

る。需要側にまで踏み込んだ需給最

適制御を行なうことも、熱供給事業

として初の取組みとなる。

なお、需要側の関係者とは計画段

階から「スマートエネルギー部会」

というエネルギーの町内会的組織を

立ち上げ、「エリア全体の CO2 削減

目標の設定」、「スマエネセンターと

建物間の連携に向けたガイドライン

第二スマート
エネルギー
センター
（将来）

港区立しばうら保育園等 みなとパーク芝浦 愛育病院

第一スマート
エネルギーセンター
（2,393RT）

センター間連携（将来）

冷水 冷水

電気

電気

ガス

太陽熱

地下
トンネル水

蒸気 蒸気

温水

インバータターボ
冷凍機
500RT

インバータスクリュー
冷凍機
148RT

ナチュラル
チラー

500RT×2

蒸気焚
ジェネリンク
500RT

真空管式
太陽熱集熱器
288㎡

※1RT（冷凍トン）はSI 単位で3.52kW。家庭用エアコン1.5 台分に相当します。

小型貫流
ボイラ
3t×3

ガスエンジンCGS
370kW×2
燃料電池CGS
105kW

蒸気吸収
ヒートポンプ
245RT

※CGS：コージェネレーションシステム

SENEMS®

BEMS

気象データ等
外部情報

外部への
情報発信

みなとパーク芝浦

愛育病院
港区立

しばうら保育園等

第一スマート
エネルギーセンター

需要
制御

需給の最適制御

供給
制御

BEMS

BEMS

※BEMS：ビルディングエネルギーマネジメントシステム（ベムス）
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岩
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地区概要
岩崎橋地区は、古くから河川を利用した水運により公

共公益企業が立地し、近代大阪の発展を支えてきた場所

である。この地は大阪市西部地域の活性化と都市の東西

軸を強化する拠点として位置づけられ、多目的ドームを

中心とした大阪の西の拠点にふさわしいアメニティ豊か

な都市環境を目指して整備が進められた。

本地区では、インフラ整備の一つとして、省エネルギ

ー性の向上と環境負荷の低減を目的に地域熱供給（地域

冷暖房）が採用され、岩崎エネルギーセンター（以下、

岩崎 EC）が設置された。岩崎 EC では 1996 年 4 月に熱

供給事業を開始し、現在では 13 需要家に対して冷温水

の供給を行なっている。また、2013 年 7 月には地区内

のコージェネレーション（以下、CGS）を活用した特定

電気事業を開始し、5 地点に対して、電気の供給を行な

っている。こうした熱供給、電力供給とともに、IT を

活用した電力のデマンドレスポンスも開始し、スマート

エネルギーネットワークとしての運用も始めている。

特集⃝
地域熱供給スマートエネルギーネットワーク化を図った既存の熱供給地区

図1　供給区域図

スマートエネルギーネットワークと熱供給②

N
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岩崎橋地区におけるエネルギーネットワーク
岩崎橋地区では、自社所有の CGS 設備から

発生する電力と熱に加え、他社所有の CGS 排

熱を有効に活用するためのエネルギーネットワ

ークを構築しており、地区の冷温水製造エネル

ギーの約 2 分の 1 をこれらの CGS 排熱で賄っ

ている。

① CGS 排熱を活用した熱供給事業

岩崎 EC は、メインプラントと 3 つのサブプ

ラントで構成されており、メインプラントに設

置された中央監視室から全てのプラントの運転

を行ない、各需要家にはそれぞれのプラントか

ら熱供給を行なっている。

メインプラントはドームシティガスビル内に
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図2　システムフロー図 （MCGS：マイクロコージェネレーション）

給域内の発電設備が電力需要の 50% 以上を満たすこと」

へと緩和され、残りの電力需要に対しては供給域外の電

源からの託送受電で供給することが可能となった。当社

は、この要件緩和後、第一号の事業許可を取得し、2013

年 7 月より特定電気事業を開始している。

ICC ビル内に設置された CGS（合計 4,000kW）で発

電した電力に供給域外から調達する託送電力を加えて、

5 地点（総需要量 7,000kW）に対して電力を供給している。

スマートエネルギーネットワークへ
本地区では、プラント内に設置した CGS を用いて特

定電気事業を行ない、加えて、需要家に設置された

CGS との熱融通を行ない、熱供給を排熱の大きなプー

ルとして活用することで、エリア全体でエネルギーの有

効利用を図っている。これに加えて、特定電気事業開始

時から電力のデマンドマネジメントシステムを導入し、

30 分単位で電力需給の同時同量を実現する管理を行な

っており、2015 年 1 月には、一部需要家とのデマンド

レスポンスを開始した。すなわち、段階的に地区のスマ

ートエネルギーネットワーク化を図ってきたのである。

エネルギー融通や事業拡大の観点からすると、熱供給

事業はスマートエネルギーネットワークとの親和性が非

常に大きく、熱供給事業を核としたスマートエネルギー

ネットワークを展開することで、これからの熱供給事業

のポテンシャルがますます大きくなると期待している。

（㈱ OGCTS 熱供給事業部 岩崎エネルギーセンター所長 井出良一）

㈱OGCTS

設置されており、需要家に導入された CGS の排熱を利

用して、ナチュラルチラー（ガス吸収冷温水機）、ジェ

ネリンク（排熱投入型ガス吸収冷凍機）、ターボ冷凍機、

温水ボイラーにより熱供給を行なっている。

サ ブ プ ラ ン ト 1 は ICC ビ ル 内 に 設 置 さ れ て お り、

CGS 排熱を利用してジェネリンクを稼働させ、熱供給

を行なっている。サブプラント 1 で余剰となった排熱は、

メインプラントへの熱融通を可能としている。

サブプラント 2 は地下鉄駅舎付近の建屋内に設置され

ており、ナチュラルチラー、温水ボイラーにより熱供給

を行なっているが、2016 年度にはメインプラントから

直接需要家へ冷水供給する変更を検討している。

サブプラント 3 は 2015 年 1 月にオープンした大阪ガ

スの hu+g MUSEUM の建屋内に設置されており、需要

家に導入された CGS 等の排熱を利用しながら、ジェネ

リンクを使って、熱供給を行なっている。余剰となった

排熱は、メインプラントに熱融通している。

②託送電力を活用した特定電気事業

特定電気事業とは、特定の供給地点の需要に応じて供

給する電気事業で、特定電気事業者が保有する送配電ネ

ットワークを介して、一般需要からは区分された地点へ

電力供給を行なうものである。従来、特定電気事業の事

業許可は「供給域内の発電設備により域内の全ての電力

需要を満たすこと」が要件だったが、2011 年度に CGS

や太陽光発電など分散型電源の導入促進を図る目的で電

気事業法が改正され、特定電気事業の事業許可要件が「供

京セラドーム大阪

ＩＣＣビル

ハグミュージアム

ドームシティガスビル

スーパービバホーム

イオンモール

メインプラント

GE
500kW×2台 GE

815kW×2台

卸電力

ジェネリンク
500RT×3台

中央監視室

60℃

80℃

50℃ 排熱温水

排熱温水

排熱温水

電力冷水

冷水 冷水

冷水

温水

温水

温水

電力 MCGS　31kW×5台

非発兼用GE　210kW
MCGS　31kW×7台

2016年度～メインプラントからの
供給検討

太陽熱集熱器　51kW

サブプラント１

サブプラント2

サブプラント3

ジェネリンク　300RT×3台

ナチュラルチラー　175RT×3台

温水ボイラ　0.11GJ/h

GE　1,000kW×４台

温水ボイラ　13.5GJ/h

ターボ冷凍機　500RT

ナチュラルチラー
900RT×5台

ジェネリンク　300RT
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News Flash

平成 27 年 11 月 12 日、13 日の 2

日間にわたり、「平成 27 年度熱供給

業務フォーラム」を福岡市博多区の

ホテルレガロ福岡で、施設見学会を

市内 3 ヶ所の熱供給施設で実施し、

全国から 156 名の会員の方々が参加

されました。

初日のフォーラムでは、冒頭、桜

井誠業務委員長の開会挨拶の後、千

葉大学大学院の村木美貴教授より、

「都市づくりと連動した熱供給事業

のあり方」と題して基調講演を頂戴

しました。

村木教授からは、最新事例として

英国ロンドン市の取組みに関する講

演があり、ロンドン市ではトップダ

ウンで CO2 排出量削減を進める体

制が整備されていること、都市開発

と熱導管接続がセットになっている

こと、公共用地の無償提供等による

熱料金の低減化が図られていること

等が紹介され、参加者から大きな関

心を集めていました。

続いて、当協会の田隝専務理事か

ら協会業務の取組み報告があった後、

中部電力㈱燃料部の大木裕司グルー

プ長より北米シェールガスについて

講義いただきました。

さらに、最新事例紹介として、東

京ガスエンジニアリングソリューシ

ョンズ㈱の田町スマートエネルギー

センターの國友理所長から「田町ス

平成27年度熱供給業務フォーラム開催

マートエネルギーセンターの取組

み」について、また丸の内熱供給㈱

の安達晋取締役経営企画部長から

「有楽町地区新メインセンター設置

に伴う新たな取り組み」についてご

紹介をいただきました。

最後に、今年度、韓国地域暖房公

社の創立 30 周年を記念して、8 月

27 日～ 29 日まで韓国ソウル市で開

催された「韓国地域エネルギー国際

セミナー」について、参加された運

営委員長である丸の内熱供給㈱佐藤

文秋専務取締役より報告いただきま

した。

翌日の施設見学会には、3 ヶ所合

計で 142 名の方が参加しました。

基調講演　村木美貴氏

講義　大木裕司氏

事例紹介①　國友 理氏

事例紹介②　安達 晋氏

韓国地域エネルギー国際セミナー参加報告　佐藤文秋氏

会場風景
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不動産業界の方々に地域熱供給の魅力を理解していただ

くために、一般財団法人日本ビルヂング経営センターが主

催する「第 9 回 CBA セミナー」（平成 27 年 12 月 8 日（火）、

三菱ビル）において地域熱供給を紹介しました。当日は、

千葉大学大学院工学研究科教授の村木美貴氏より「低炭素

型市街地形成と連動した開発事業の在り方～地域冷暖房と

の関係から～」、東京ガスエンジニアリングソリューショ

ンズ㈱マネージャーの坂齊雅史氏より「田町駅東口北地区

における開発事例～官民連携による低炭素で災害に強いま

ちづくり～」をテーマに講演いただき、参加者 54 名が熱

心にお二方の講演を聴講されました。アンケート結果より、

NHK ニュース「おはよう北海道」で、㈱北海道熱供給公社の札

幌市都心地区中央エネルギーセンターが生中継されました。タイト

ルは “ 冬間近！札幌をあつ～く支えます ”。放送日は 2015 年 10 月

21 日（水）、番組内では札幌市都心地区のビル暖房に木質バイオマ

ス燃料による 190℃の高温水が利用されており、二酸化炭素排出量

の削減にも大きく寄与していることが紹介されました。

不動産業界団体主催のセミナーにて地域熱供給を紹介

NHK「おはよう北海道」で㈱北海道熱供給公社の木質バイオマス活用を紹介

日本熱供給事業協会ホームページ

村木美貴氏 坂齊雅史氏

木質バイオマスの受入状況

http://www.jdhc.or.jp/

開催日時：3 月 15 日（火）13:30 〜 16:30
会場：国際ファッションセンタービル 3 階「KFC Hall」

（住所）東京都墨田区横網 1-6-1
最寄駅：都営地下鉄大江戸線「両国駅」A1 出口直結、
JR「両国駅」東口より徒歩約 6 分、西口より徒歩約 7 分
詳細・参加申込みは当協会 HP をご覧下さい。

（定員 300 名・無料）

http://www.jdhc.or.jp/event/h27/

プログラム
□基調講演
　佐土原聡氏（横浜国立大学大学院 都市イノベーション研究院長・教授）

□パネリスト発表
　信時正人氏（横浜市 温暖化対策統括本部 環境未来都市推進担当理事）

　小張貴史氏（三菱地所㈱ 開発推進部長）

　竹ケ原啓介氏（㈱日本政策投資銀行 環境・CSR 部長）

□パネルディスカッション

平成 27 年度地域熱供給シンポジウム 開催決定
「スマートな都市づくりの展望と熱供給」

8 割以上の方から良いセミナーであったとの回答が得

られました。

参加受付中 3月1日　
　  締切！
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連載●世界遺産から見えてくる日本

矢野 和之

明治日本の産業革命遺産
〜石炭産業（端島炭鉱・三池炭鉱）〜

「明治日本の産業革命遺産」とし

て世界遺産登録となったのは、製鉄・

製鋼、造船、石炭産業の 23 資産です。

日本の産業遺産としては、「石見銀

山遺跡とその文化的景観」、「富岡製

糸場と絹産業遺産群」に続く 3 番手

となりました。

複数の遺産をあるストーリーのも

とに登録することはシリアルノミネ

ーションといわれ、日本でも今まで

現在も海に浮かぶ軍艦のような端島

ありましたが、今回は日本全国に広

がるものとなりました。産業遺産で

世界遺産登録されているのは、産業

革命以後の近代産業の遺産がほとん

どで、ヨーロッパを中心に存在して

います。

欧米の植民地にならず、欧米の技

術導入後、独自にイノベーションに

励んだ明治時代の日本は、世界史上

特異な存在でしょう。日本が非西洋

国で初めて産業の近代化を行ない、

わずか 50 年で経済発展の礎を築き、

富国強兵政策を推進しました。これ

は、江戸後期にはプレ近代ともいう

べき経済的技術的下地があったから

こそ成し得たのでしょう。狩猟採集

社会から農業社会、産業社会、情報

化社会へと変化してきた中で、日本

の産業社会を拓いたこの時代の評価

は、社会、経済、技術を含めてこれ

第 11 回



　　 世界遺産 DATA 　　

◆登録名： 明治日本の産業革命遺産
　　　　　製鉄・製鋼、造船、石炭産業

◆所在地： 長崎県長崎市・熊本県荒尾市
　　　　　ほか 8 県 11 市

◆構成資産：端島炭坑、三池炭鉱・三池港
　　　　　　ほか23資産
　※  資産総面積　307ha
　　緩衝地帯面積　2,408ha

◆適用基準
（ⅱ） 建築、科学技術、記念碑、都市計画、景

観設計の発展に重要な影響を与えた、
ある期間にわたる価値感の交流又は
ある文化圏内での価値観の交流を示
すものである。

（ⅳ） 歴史上の重要な段階を物語る建築物、
その集合体、科学技術の集合体、ある
いは景観を代表する顕著な見本であ
る。
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①端島（軍艦島）の産業区の一画
②端島（軍艦島）の産業区の一画
③端島の居住区。日本最初の鉄筋コンクリートアパート30号棟
④端島の居住区。廃墟化しているアパート群
⑤三池炭鉱（万田坑）の第二竪坑櫓と巻揚機室 ⑤

④

②①

③

（修復建築家・日本イコモス国内委員会事務局長）

からも引き続き行なっていく必要が

あるでしょう。

この時代、近代産業を支えるエネ

ルギーの主役は石炭産業です。最初

に近代的な石炭採掘は、長崎市沖の

高島炭鉱に始まります。慶応 4 年

（1868）佐賀藩（当時、佐賀藩深堀領）

とグラバー商会が共同で、イギリス

の技術を導入します。その後、三菱

の手で一気に開発が進み、後に「軍

艦島」として有名になる端島炭鉱が

良質な石炭を供給します。一方、三

井に払い下げられた三池炭鉱も、宮

原坑や万田坑が開坑します。

炭鉱というと、落盤や粉塵爆発な

ど常に危険と隣合せで、世界遺産登

録時に問題になった戦時中の大陸か

らの徴用工の存在、労働争議など、

暗いイメージもありますが、端島に

は大正時代に始まる近代的なコンク

リートのアパートが建ち並び、保育

園や小中学校、売店や映画館などの

施設も完備されていきました。また、

万田坑の周りは、炭鉱従業員住宅、

公園、劇場などが完備され、鉱山都

市となっていきました。採炭、運搬、

居住機能が揃ったシステムの跡が今

でも残っています。まさに光と影が

同居していたともいえるでしょう。

1960 年代以降、エネルギーの主

体が石油に代わり、全国の炭鉱も急

速に廃坑となっていきます。木から

木炭、石炭、石油・ガスと変化して

きた中で、様々な意味での時代の証

言者としても重要な遺産でしょう。

文化遺産保護に関わる国際的な非政府組織（NGO）です。
ユネスコの諮問機関として世界遺産登録の審査、モニタリング等の活動も行なっています。
ICOMOS／国際記念物遺跡会議：International Council on Monuments and Sites

イコモス
とは
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Japan Heat Supply Business Association
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http://www.jdhc.or.jp/
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ザ パーク フロント ホテル（大阪此花臨海地区）
JRユニバーサルシティ駅から徒歩1分という好立地に、2015年・夏「ザ パーク フロント ホテル」が開業した。
"Trip to the U.S.A."をデザインコンセプトに、本場アメリカのエンターテイメントシーンやアメリカンヒストリーに満ち
溢れた空間がホテルの隅々に展開され、時空を超えたアメリカ旅行気分を味わえる。和洋中、ワールドワイドなブッ
フェが楽しめるダイニングレストランも人気。このホテルの冷暖房・給湯にも、地球環境・地域環境の保全に貢献す
る地域熱供給（地域冷暖房）が採用されている。（大阪臨海熱供給㈱）

9696

アメリカ東海岸のニューヨークテイストで仕上げられたメインエントランスアメリカ東海岸のニューヨークテイストで仕上げられたメインエントランス

全598室のうち、26～28階の高層階はラグジュアリーフロア。四方に客室があり、バスルームから夜景が楽しめる部屋もある全598室のうち、26～28階の高層階はラグジュアリーフロア。四方に客室があり、バスルームから夜景が楽しめる部屋もある

経済産業省 資源エネルギー庁 電力・ガス事業部
ガス市場整備課長（併）熱供給産業室長

これからの熱供給事業を展望して
～熱供給事業法改正とその施行にあたって～

特別
インタビュー

佐土原 聡　 佐藤 信孝佐土原 聡　×　佐藤 信孝
横浜国立大学大学院 都市イノベーション研究院長・教授 ㈱日本設計 常任顧問

熱供給地区でのスマートエネルギーネットワーク
稼働開始の意義とこれからの可能性

ダイニングレストランは、伝統的な
ハワイアンキルトをモチーフにした

明るく華やかな空間

ダイニングレストランは、伝統的な
ハワイアンキルトをモチーフにした

明るく華やかな空間

ザ パーク フロント ホテルは28階建のラグジュアリーホテルザ パーク フロント ホテルは28階建のラグジュアリーホテル
エレベーターはタイムマシンをイメージ。
デザインモチーフの年代が異なるフロアへの旅を演出
エレベーターはタイムマシンをイメージ。
デザインモチーフの年代が異なるフロアへの旅を演出

JFK空港の滑走路をイメージした通路JFK空港の滑走路をイメージした通路

柱の上には、ホテルの守り神・グリフォンと、
旅立つゲストを見守る天使像が載る

柱の上には、ホテルの守り神・グリフォンと、
旅立つゲストを見守る天使像が載る

対談


